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介護現場をよくするzoomセミナー
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介護現場をよくする21のテーマ！

ACGs2023
■第16回：行政対応・地域分析
選ばれる法人・サービスをつくるために
｢個別ケア｣と｢事業所運営｣と｢法人経営｣を一体で考える

天晴れ介護サービス総合教育研究所 株式会社

代表取締役 榊原 宏昌
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■第1部 10:00〜11:30
zoomセミナー（参加者のお名前やお顔は出ません）
ご意見/ご感想/ご質問（チャット）に対しリアルタイムに応答
※「すべてのパネリスト」宛にチャットをお願いします

■第2部 11:30〜12:00
希望者による口頭でのご質問・ご相談
参加者のお名前やお顔は出ます（ビデオOFFは可能）

■セミナー後、「資料」と「動画」を送付します
※法人内のみのご活用にとどめて下さい

■これまでのセミナー動画＋資料は一般販売も行っています

ご受講にあたって
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講師プロフィール
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昭和52年、愛知県生まれ 介護福祉士、介護支援専門員
京都大学経済学部卒業後、平成12年、特別養護老人ホームに介護職として勤務
社会福祉法人、医療法人にて、生活相談員、グループホーム、居宅ケアマネジャー、
有料老人ホーム、小規模多機能等の管理者、新規開設、法人本部の仕事に携わる
15年間の現場経験を経て、平成27年4月「介護現場をよくする研究・活動」を
目的として独立

著書、雑誌連載多数。講演、コンサルティングは年間300回を超える
4児の父、趣味はクラシック音楽
ブログ、facebookはほぼ毎日更新中、日刊・週刊のメールマガジンを配信
Zoomセミナー、動画講座、YouTubeでも配信中、13年目になる「介護の読書会」主催
天晴れ介護サービス総合教育研究所 https://www.appare-kaigo.com/ 「天晴れ介護」で検索

■全国有料老人ホーム協会 研修委員 ■日本福祉大学 社会福祉総合研修センター 兼任講師
■稲沢市介護保険事業計画策定委員会、地域包括支援ｾﾝﾀｰ運営協議会、地域密着型ｻｰﾋﾞｽ運営委員会委員
■出版実績：日総研出版、中央法規出版、ナツメ社、メディカ出版、その他多数
■平成20年第21回ＧＥヘルスケア・エッセイ大賞にてアーリー・ヘルス賞を受賞
■榊原宏昌メールアドレス sakakibara1024@gmail.com
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介護現場をよくする研究・活動
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➢facebook、ブログ等を毎日更新、情報発信
➢天晴れ介護サービス総合教育研究所YouTubeチャンネル 週１〜２回動画配信
➢メルマガ（日刊：介護の名言、週刊：介護現場をよくする研究＆活動通信）
➢以上の情報はHP（「天晴れ介護」で検索）よりどうぞ
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介護現場をよくする研究・活動
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■よい介護職はいても、よい介護現場はなかなかない……

・１人１人がよくなるだけでは、うまくいかない

・チーム、組織、目標、計画、ルール
リーダーシップ、コミュニケーションなどが必要

・「介護現場」をよくすることで
利用者はもちろん、職員も幸せになれる！

・人と人とがお互いに学び合い
気持ちよく支え合える社会づくり
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天晴れ介護サービス「ACGs」！
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内容５月より
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内容月内容月

介護者支援11月環境５月

対人援助職の基本姿勢接遇

行政対応・地域分析12月生活の安定・安全６月

事業・サービス喜び・楽しみ

収支１月家族・地域７月

人事・組織事業所の維持

法令遵守・リスクマネジメント２月チームワーク８月

指導・育成・管理健康管理

事業計画・目標達成３月ADLの自立・重度化予防９月

まとめIADL支援

認知症症状の緩和・進行予防10月

社会交流・意欲・楽しみ
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内容介護現場をよくするライブラリー
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著書・雑誌連載
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内容
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内容利用者・職員から選ばれる！

介護サービス 経営の教科書
∼⼈を大切にする経営「10」の極意∼
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内容本日の内容

介護現場をよくする21のテーマ！ACGs2023

第16回：行政対応・地域分析
〜外部環境の変化を知り、対応することの重要性〜

・外部環境について

・地域包括ケア研究会報告書より

・地域ごとの分析

・総合事業のゆくえ
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SWOT分析
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SWOT分析の位置づけ
最終的には、法人レベル、拠点レベル、事業所レベルでの計画に落とし込む
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外部環境
外部環境（規模、成長性）：PEST 分析（政治、経済、社会、技術）
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介護保険部会 とりまとめへ
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日本経済新聞 2019年9月26日
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要介護者の居場所
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・要介護等認定者数 660万人
・自宅70％、GH・有料・サ高住15％、施設15％

（GH3％、有料8％、サ高住4％）
利用者数事業所数種類
61万人10000特養
36万人4300老健
4.4万人1000療養型
20.5万人13500GH

51万人13500有料
23.5万人7100サ高住
9.5万人2300軽費
6.5万人1000養護
合計200万人
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認知症の基礎知識クイズ！
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Ｑ１．認知症の方は何人？
462万人（2012年）

Ｑ２．認知症予備軍の方は何人？
400万人（2012年）

Ｑ３．要介護・要支援認定者は何人？
約660万人（2019年3月）
うち要支援者は約190万人
つまり要介護１−５は約470万人

介護が必要になった主な原因の第1位は認知症
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介護者（ご家族）の状況は？
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平成２７年 国⺠生活基礎調査（厚生労働省） より
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介護保険部会 とりまとめへ
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Ⅱ．介護現場の生産性向上の推進、制度の持続可能性の確保

１．介護人材の確保･介護現場の生産性向上の推進
補足内容論点

リーダーのメリットR3年度の有効求人倍率3.64倍（1.03倍）
1年に5.3万人程度の伸びが必要
職場の人間関係が離職の大きな要因
ハラスメント対策も
介護福祉士をグループリーダーに
多様な年齢層・他業種に向けた介護の
魅力発信、労働環境の改善
外国人介護人材の受入・定着・介護福
祉士資格取得

総合的な介護人材確保

ICT活用の好事例とと
もに、うまくいかない
事例の分析

限られた資源の中1人でも多くの利用者
に質の高いケアを届けることを目的と
した取り組み
地方公共団体の役割法令上明確化
ワンストップ型の総合的支援

地域における生産性向上の
推進体制の整備

伴走型支援、プッシュ型支援
有料老人ホーム等での実証事業
在宅サービスでも

施設や在宅における
テクノロジーの活用

役割、給料
名称

業務の明確化と役割分担、適切な業務
の切り分け、介護助手

介護現場のタスクシェア・
タスクシフティング
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介護福祉士養成校、過去最少の入学者数
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シルバー新報 2022年10月7日

■日本介護福祉士養成施設協会（介養協）

・介護福祉士養成課程のある大学、専門学校への入学者数
6,802人（前年度より▲381人）

・養成校314校（前年度より▲13校）
・入学定員数12,467人（定員充足率54.6％）
・新卒者等4,296人、外国人留学生1,880人
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介護福祉士養成校の定員･学生数
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公益社団法人日本介護福祉士養成施設協会HPより
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内容本日の内容

介護現場をよくする21のテーマ！ACGs2023

第16回：行政対応・地域分析
〜外部環境の変化を知り、対応することの重要性〜

・外部環境について

・地域包括ケア研究会報告書より

・地域ごとの分析

・総合事業のゆくえ
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地域包括ケア研究会とは
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■地域包括ケア研究会は2008 年に、厚生労働省老人保健健康増進等事業の一環として、田中滋慶應義塾大
学大学院教授（当時）を座⻑に、高齢者政策の専門家によって設立。地域包括ケアシステムの基礎的な
考え方や政策の方向性について広く社会に提案。

①中⻑期的な視点を踏まえて政策の大きな方向性を提案すること
②地域包括ケアシステムを介護保険制度の仕組みと考えるのではなく「自助・互助・共助・公助」のバラ

ンスの中で検討し提案すること、
③単に、介護の仕組みとして考えるのではなく、医療や生活支援、住まいなども含めた複数の構成要素を

包括的に結び付ける仕組みとして地域包括ケアシステムを整理してきた。
地域包括ケアシステムの定義として「ニーズに応じた住宅が提供されることを基
本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保するために、医療や介護のみな
らず福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏
域）で適切に提供できるような地域での体制」

2008・2009 年度
（第一期〜第⼆期）

システムの基本的な要素として「自助・互助・共助・公助」や「地域包括ケアシ
ステムの構成要素」を「植木鉢の絵」でわかりやすく提示

2012 年度
（第三期）

医療と介護連携や医療系サービスの重要性も強調
「規範的統合」：地域包括ケアシステムの基本方針が、同一の目的の達成のため
に、地域内の専門職や関係者に共有される状態

2013 年度
（第四期）

自治体の大きな役割を、「地域マネジメント」の実践として整理し、自治体がそ
の力を十分に発揮し、地域包括ケアシステムの構築に向かうための具体的な提案。
ゼロ次予防、事業者の4つの選択肢等

2015 年度
（第五期）
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2016年版地域包括ケア研究会報告書
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■田中滋氏
・地域力が強化されれば住⺠の健康度が高まるが、そのためにはリハ職が利用者本人や家族、さらには介護

職に機能訓練を指導するなど、専門職が非専門職に技能を伝える体制が鍵
・ターゲットイヤーは2040年。ゼロ次予防で地域力を強化
・これから７〜８年がいよいよ勝負の時期
・介護保険制度も地域包括ケアシステムをつくるための制度へと発展してきた
・2025年までに仕組みをつくりあげ、2040年までその仕組みを活用する
・したがって、報告書は2025年を乗り切れば、という発想には立っていない
・１．尊厳と自立支援を守る予防、２．中重度者を地域で支える仕組みの構築、３．サービス事業者の生産

性向上、４．市町村・保険者による地域マネジメント
・公衆衛生分野で使われる、個人レベルの一次予防（社会参加）、⼆次予防（虚弱を遅らせる）、三次予防

（重度化を遅らせる）だけでなく、地域でつながる「もうひとつの予防」が加わった
・圏域に住⺠の出かける所がたくさんあれば介護予防につながる
・訪問、通所、ショートステイの在宅3本柱がそれぞれ別々の屋根を支えていては3本柱にはならないので、

多機能拠点の充実が必要
・生産性向上は、法人レベル、事業所レベル、現場レベルの三層構造。
・法人レベルの生産性向上には、地域医療連携推進法人のような仕組みを介護・福祉側でも
・地域共生社会は、多世代やいろいろなニーズを持つ人たちがともに生きる社会というビジョン・目標概念。

地域包括ケアシステムは、そこに至る工程管理を含めた段取り、ないし仕組みであり、プラットフォー
ムたりうるシステム
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2016年版地域包括ケア研究会報告書
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■田中滋氏（続き）
・意欲のある方は、支える側に廻るあり方も
・医療介護関係者の全員が地域づくりに関わる必要はありません。急性期の医師やICUの看護師は基本的には

院内に留まっていなければならない。
・ただし、医療機関や介護事業所の経営者は自法人の事業所が地域の一員と自覚する
・日頃から地域の専門職と顔の見える関係をつくっておく。さらに在宅生活を支えている開業医が困らない

ように、急変時対応の仕組みを計画するような動きを主導する
■服部真治氏
・市町村による一方的な取組では地域マネジメントは難しい。地域・住⺠が意思決定に参加する「場」を市

町村が良いすることが、2040年に向かう手段である。
・2040年を強調した理由は、死亡者数がピークに達するのが2040年だから。2040年に向けた需要の増大とい

う課題は「いかにして団塊の世代を看取るか」という点に集約される。
・自立支援について、心身機能の改善ではなく、高齢者の尊厳の保持のためにある、と主張。これは心身機

能の改善に傾きすぎた一部の議論に釘を刺しているもの。
・地域単位で人員配置を考える時代に向かう
・地域包括ケアシステムとはむしろ、背水の陣での地域総力戦ということ。絶体絶命の崖っぷちに追い詰め

られていく日本社会の残された選択肢として示されたビジョン。
・「場」はすでにある。さらに、名物職員が育つ人事マネジメント、管理職レベル地域包括ケア推進マネ

ジャーの配置など。
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2025年以降の
規範的統合のイメージ
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地域包括ケア研究会の報告書における「規範的統合」のイメージ。
川上から川下まで一つの法人で行う垂直的統合と、機関ごとの連携で統合を図る水平的統合
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内容本日の内容
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地域包括ケア研究会報告書 H22年3月
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内容本日の内容
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地域包括ケア研究会報告書 H22年3月
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外部環境
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外部環境（収益性）
５フォース分析（新規参入、代替品、供給業者、買い手、既存の同業他社）

食材料費、建築費、人材？
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内容本日の内容

介護現場をよくする21のテーマ！ACGs2023

第16回：行政対応・地域分析
〜外部環境の変化を知り、対応することの重要性〜

・外部環境について

・地域包括ケア研究会報告書より

・地域ごとの分析

・総合事業のゆくえ
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地域の状況について
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地域の状況について
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地域の状況について
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地域の状況について
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医療・介護の需要予測
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令和元年度 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課⻑会議資料より
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介護サービス情報公表システム
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介護サービス情報公表システム
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介護サービス情報公表システム
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介護保険部会 とりまとめへ
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介護保険部会 とりまとめへ
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介護保険部会 とりまとめへ
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入院需要の将来予測
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入院需要の将来予測
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入院需要の将来予測
尾張西部医療圏の入院医療需要予測
◎基本的に病床は不足と考えてよいだろう

◎ただし、慢性期の療養病床については、不足しているものの病床数を増やすとは考えにくい。
介護に移行すると考えるべき。
◎愛知県内の近隣市町村はおおむね同様の傾向を示している。
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医療計画より
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医療計画より
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内容本日の内容

介護現場をよくする21のテーマ！ACGs2023

第16回：行政対応・地域分析
〜外部環境の変化を知り、対応することの重要性〜

・外部環境について

・地域包括ケア研究会報告書より

・地域ごとの分析

・総合事業のゆくえ
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地域包括ケアシステム
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(2) 参加・協働による地域デザイン
◼ 地域の実情を踏まえた一人ひとりに寄り添う地域デザイン
○ 地域や家族、あるいは個人を平均像で語れない多元的な社会になり、また

地域資源についても、地域間格差が拡大していく以上、全国標準サービス
で一⻫に多様な住⺠のニーズに応えることが難しいのは明らかである。

○ したがって、それぞれの地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを担う
サービス提供体制を実現するには、行政・保険者やサービス提供事業者側
が一方的に「利用者にとって、良いだろう」と思うサービスをデザインす
るのではなく、そのサービスの持つ価値やそのサービスを利用する意義を、
住⺠・利用者と提供者が、支えられる側と支える側という関係性を越えて
共に話し合い、改善を繰り返しながら、その地域の住⺠にあったサービス
の使い方を考えていく過程が重要になる。つまり、出来合いのサービスを
提供するだけではないということを意味しており、その点で、今後は、
「参加と協働」の過程が求められる。

○ その地域の住⺠・利用者にあったサービスをデザインしていくといっても、
一人ひとりにあったサービスを一つひとつ設計・開発するわけではない。
例えば、個人のレベルであれば、ケアマネジメントを通じて介護支援専門
員や介護サービス提供者が利用者とケアの目標を共有し、地域にあるサー
ビスを本人の目標にあわせて調整（チューニング）していくイメージとい
える。
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◼ 実はすでに組み込まれている「参加・協働による地域デザイン」の仕組み
○ 実はこのような「参加と協働」の取組は、決して新しいものではなく、すで

に過去 10 年の間に、地域包括ケアシステムにも積極的に採用されてきた。例
えば、地域密着型サービスでは、利用者の家族や地域住⺠が介護医療連携推
進会議や運営推進会議に参加し、サービスに対する意見を表明し、事業者と
ともに、地域の課題やサービスの改善を進めていく過程に関わっている。ま
さに個別性を尊重したそれぞれの地域における「参加と協働」の過程の実例
といえるだろう。

○ そもそも、包括報酬型のサービスは、出来高払い型のサービスとは異なり、
サービス提供の量やタイミングの点で、柔軟性が高く、利用者の日々の状態
変化に合わせやすい特徴をもっている。小規模多機能型居宅介護の「通い」
「訪問」「泊り」の提供バランスが、事業者によって異なるのも、その裁量
権の大きさを反映している。ただし、その裁量が、利用者も含む「参加と協
働」で活用されていなければ、経営者側の効率の観点からだけの一方通行な
サービスのデザインになってしまうことを意味している。その点からも、参
加と協働が重要なのである。
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◼ 「場」を動かすコーディネーション機能
○ 「参加と協働」を進めるためには、こうした「場」に関わる鍵となる人物

や組織が欠かせない。利用者と提供者、事業者と行政などが、対等な立場
で地域をデザインするには、地域関係者間をつなぐ「コーディネーション
機能」を誰がどのように実現するかという課題がある。コーディネーショ
ン機能を持つ人や組織は、「場」において、参加者の意見を引き出し、議
論を前向きに積み上げていくファシリテーターの役割が期待されている。
また、地域の中から必要に応じて参加者を見つけてきたり、数多くの場を
積み上げることで、その地域の課題や、隠れた資源を見つけ出し、行政や
事業者に伝えるといった役割を担う場合もあるだろう。

3. 生活全体を支えるためのサービスと地域デザイン
○ 地域での生活を継続するためには、「生活全体を支える地域の仕組み」と

して介護や医療だけでなく、住まい、生活支援等が、社会保険制度に限定
されず、様々な資源の組み合わせで一体的に提供される必要がある。これ
まで、介護保険制度では、そうした一体的なケアを実現するための中核
的・基盤的サービスとして「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」や「小
規模多機能型居宅介護」「看護小規模多機能型居宅介護」を開発してきた
（ここでは、これらを「包括報酬型」在宅サービスと呼ぶ）。

○ 2040 年に向けては、これら「包括報酬型」在宅サービスの機能と役割を
さらに拡充するとともに、これらのサービスを活用しながら、どのように
利用者が地域とのつながりを継続させていくかといった視点が重要になる。
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◼ 「包括報酬型」在宅サービスの更なる包括化
○ 「包括報酬型」在宅サービスとしては、2006 年に小規模多機能型居宅介護

が、2012 年に複合型サービス28及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護が
創設された。実態としての利用者像は、事業者によっても異なるものの、お
おむね小規模多機能型居宅介護では認知症の人、看護小規模多機能型居宅介
護では医療ニーズの高い利用者、また定期巡回・随時対応型訪問介護看護で
は、単身生活者の利用が多いといった特徴がみられる。

○ しかしながら、サービス利用者の心身状態は、特に後期高齢者では変化を伴
うものが一般的であり、事業者は常に一定の状態像の利用者だけを支えてい
るわけではない。むしろ、心身状態の変化に柔軟に対応しながら可能な限り
人生の最終段階まで支えるのが一般的である。包括報酬の採用により、小規
模多機能型居宅介護では、利用者の状態にあわせて、定期巡回・随時対応型
訪問介護看護のような形態で訪問サービスを提供することも可能だ。つまり、
既存の定期巡回・随時対応型訪問介護看護でも、小規模多機能型居宅介護で
も、看護小規模多機能型居宅介護でも、「柔軟な対応ができ、多様な心身状
態に対応できるサービス群」である点では、共通している。

○ むしろ、心身状態が変化する利用者への包括的・一体的なケアの提供のため、
同一地域でサービスを提供するのであれば、これらの「包括報酬型」在宅
サービスのメニュー間の垣根を取り払い、特定の事業者が多様なメニューを
適宜使い分けながら地域を担当するといった方式も検討していくべきであろ
う。こうした柔軟なサービス提供の切り替えが可能になれば、事業者も、職
員配置の状況によってケア提供の方法を柔軟に変更することも可能になり、
経営の安定に資するであろう。
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◼ 新たな複合型サービスの開発
○ また、2011 年度の制度改正では、複数のサービスの組み合わせ提供を

想定して、「複合型サービス」が創設された。「複合型サービス」は、
看護小規模多機能型居宅介護の旧名称のように理解されていることも
少なくないが、本来は、訪問介護や通所介護など既存のサービスを複
合的に提供する場合のサービスの総称として規定されている。現状は、
複合型サービスとして、「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」
を組み合わせたサービスのみが「看護小規模多機能型居宅介護」とし
て報酬上設定されているにすぎない。

○ 2012 年以降、新たな複合型サービスは報酬設定上、規定されていない
が、今後、こうした組み合わせ提供が在宅生活を支える主力サービス
になる以上、事業者の実践事例から学び、検討を重ね、報酬化を進め
て、さらなる複合型サービスを開発していく必要があるだろう。

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

地域包括ケア研究会報告書2019.3

68

(2) 「包括報酬型」在宅サービスと地域社会の融合
◼ 生活支援と社会的な人のつながりをどのように組み込むか
○ 在宅生活を支える中核的介護サービスとはいえ、「包括報酬型」在宅サービスだけ

で生活全体を支えるわけではない。要介護度が重くなっても、毎日の調理、買い物、
掃除などの生活支援は不可欠であるし、なじみの関係性のある友人とのコミュニ
ケーションや、地域とのつながりが不要になるわけではない。むしろ、そうしたつ
ながりこそが、社会的孤立を防ぎ、尊厳ある生活を支える上で重要になってくると
考えるべきであろう。

○ 特に在宅生活では、生活支援が不可欠である。今後 2040 年において、家族が傍らに
いない状態で後期高齢者が在宅生活を送るとき、生活支援が在宅限界点の低下を防
ぐ重要な要素のひとつとなるだろう。一人ひとりが社会のつながりから排除されな
い包摂的な社会を志向していくならば、「包括報酬型」在宅サービスも単に心身を
支えるサービスだけでなく、社会的・文化的な生活を支えるための支援を組み合わ
せることこそ、生活全体を支えるという意味で重要になる。

○ その場合、これらの支援は、必ずしも介護保険の給付の中から行われる必要はない。
地域の多様な資源をうまく組み合わせることで対応は可能である。この点で、「包
括報酬型」サービスと、保険外サービスと組み合わせる混合介護によって在宅を支
えるあり方も、今後広がっていくだろう。
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◼ 地域との親和性が高い小規模多機能型居宅介護
○ 小規模多機能型居宅介護の最大の特徴の一つは、地域とのつながりの中で在宅生活

を継続できることであろう。広域型の介護保険施設の場合でも、職員は利用者の入
所前の生活を知ることができるが、それはいわば「かつての在宅生活時の情報」で
あり、入所後はそれまでの地域とのつながりから切り離されるのが一般的である。

○ 小規模多機能型居宅介護では、利用者が元気だったころの近所との付き合いや生活
のリズム、あるいは居住空間も含め、利用者はありのままの情報を、いわば「地域
や在宅から引き連れてサービス事業者にやってくる」と表現してもよい。つまり小
規模多機能型居宅介護は、地域との継続性を保ちやすい特徴があるといえるだろう。

○ また、小規模多機能型居宅介護は、訪問単体のサービスとは異なり、「通い」とい
う物理的な拠点施設を持つため、地域住⺠との交流に適したデザインともいえる。
例えば、福岡県大牟田市内の小規模多機能型居宅介護事業所は、そのほとんどに併
設された住⺠交流施設で、町内の会合などが開催され、自然に地域交流の拠点と
なっている。人口約 11 万 5 千人の市内に 26か所の小規模多機能型居宅介護事業所
が整備されており、中学校区よりも小さい圏域をそれぞれの事業所がカバーしてい
る。こうした体制が発展していくことで、地域の社会的・文化的資源を生活の中に
組み込んでいく可能性も広がっていく。
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◼ 小規模多機能型居宅介護を地域づくりの拠点と考える
○ 小規模多機能型居宅介護が、専門職サービスと地域住⺠をつなぐ役割を果たせ

るのであれば、事業所がその地域の支援拠点として機能しているといえる。特
に小規模多機能型居宅介護は、地域包括支援センターよりも小地域に計画的に
整備されている場合もあり、地域づくりの拠点として機能するのであれば、現
在の地域包括支援センターには難しいより小地域の地域社会と連続性を持つこ
ともできるだろう。

○ とりわけ人口減少が進む中で、行政の職員確保も困難になっており、直接的な
ケアを提供する事業所が地域づくり機能を兼ね備えることも今後は想定してい
くべきだろう。また、地域包括支援センターのブランチとして小規模多機能居
宅介護の事業所が機能すれば、事業所職員は、介護サービスだけでなく、地域
づくりや高齢者以外の地域課題に向き合う機会を得ることになり、人材育成の
観点からも効果的な OJT が期待される。特に、これからは生活全体を支えるケ
アが求められる時代となる中で、地域の様々な資源とのコミュニケーションを
活かせる人材は、地域共生社会を支える人材として期待されるだろう。
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(3) 事業者の参入を促進するための方策
◼ 安定的な経営を実現するために
○ 「包括報酬型」在宅サービスの経営上の特徴は、一定の顧客数を恒常的に確保

しなければ経営が安定しない点である。利用者の状態は、身体機能だけでなく、
経済的な問題や家族関係など様々な要素が絡みあい、その生活も支援ニーズも
時間と共に変化する。特に利用者が中重度者の場合は、報酬単価は高いものの、
死亡等によりサービス利用が短期間で終了となることも多く、また日常生活圏
域においては、利用者の発生頻度も必ずしも高いとはいえないなど、需要の安
定性に課題がある。現在の「包括報酬型」在宅サービス事業者は、こうした収
入面での不安定性を法人の規模や他事業の収益で補っている場合も多く、この
ことは、事業への参入の障壁、あるいは事業継続上の課題となっている。

○ したがって、報酬の考え方についても、より安定的な経営を実現し、安定的な
サービスの提供体制を維持するために、より柔軟な発想でこれらの仕組みを支
えることを検討すべきであろう。一般的に報酬の支払い方法は、①個人への
サービス提供内容ごとに報酬を支払ういわゆる出来高払い（訪問介護や通所介
護）、②個人への一定範囲のサービス提供に対する包括払い（「包括報酬型」
在宅サービスで採用）、③地域の取組や体制の保持に対する包括報酬または事
業費（総合事業における一部の補助制度もこれに該当）などが考えられる。
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○ 今後は、「包括報酬型」在宅サービスが地域のインフラとしてサービス提供体
制を維持しているコストをカバーするといった発想から、一定のサービス基盤
を維持していることに対する包括報酬の支払い（ここでは仮に「地域包括報
酬」と呼ぶ）を検討していくことも必要だろう。サービス提供事業者の経営の
安定性を確保することは、人材の確保や事業者の健全な経営を守るためにも重
要な観点である。

○ 「地域包括報酬」の考え方は、離島や中山間地の集落などにも適用できる。こ
れらの地域においては在宅介護サービス事業所を複数整備することが現実的で
ない場合も多い。単に需要が少ないだけでなく、利用者像も刻々と変化するた
め、固定的な機能しか持たない介護サービスでは、ニーズに応じることは困難
である。こうした地域では、行政が担ってきた地域の仕組みづくりや地域包括
支援センターの一部の機能を持たせたような複合的で多機能な拠点を、現行の
基準よりも、より地域の実情にあった形で緩和して整備することができるよう
モデルを検討していくべきであろう。
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◼ 「生活全体を支えるマネジメント」へ
○ 2040 年に向けて、家族のニーズではなく、本人のニーズに合った生活の実現に向け

て地域資源を結び付け、その活用を通じて、可能な限り本人の望む生活を支援して
いく個別性の高いケアマネジメントを実現していくことが求められる。

○ 介護支援専門員は、医師や看護師、介護福祉士等の資格とは異なり、歴史的に介護
保険制度の中でその役割が規定されてきた経緯もあり、ケアマネジメントが介護保
険制度内のサービス給付管理の範囲にとどまる傾向も見られる。今後、ケアマネジ
メントは、介護保険以外の公的制度と連携していくことは当然として、地域の⺠間
サービスや住⺠主体の活動など、地域で生活を継続していく中で必要とされる資源
を適切に組み合わせる能力がこれまで以上に求められるであろう。すでに、介護予
防・日常生活支援総合事業の介護予防ケアマネジメントや、自立支援型地域ケア会
議において、ケアマネジメントの視点は、介護保険制度の枠をこえて、⺠間サービ
スや地域の住⺠活動までその範囲を広げている。

○ 今後、地域包括ケアシステムが「生活全体を支える仕組み」に向かっていく中で、
介護支援専門員の機能が変化しないのであれば、定期巡回・随時対応型訪問介護看
護の計画作成責任者やサービス担当責任者、あるいは小規模多機能型居宅介護の介
護支援専門員が現在のケアマネジメント機能の大半を担うことも考えられるだろう。
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地域包括ケア研究会報告書2019.3
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・生活全体を支援するサービス

・介護保険のみでなく、地域も含めた活用

・出来合いのサービスを提供するのではなく、利用者に合わせて
チューニング（→包括報酬型サービスが向いている）

・運営推進会議の活用も含め、参加と協働を促す仕組み
（コーディネーター機能）

・地域づくりの拠点、包括のブランチ的存在

・重要なインフラとしての機能を評価した報酬体系も
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介護保険部会 とりまとめへ
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介護保険部会 とりまとめへ
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医療計画・介護保険事業計画

86



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

内容本日の内容

介護現場をよくする21のテーマ！ACGs2023

第16回：行政対応・地域分析
〜外部環境の変化を知り、対応することの重要性〜

・外部環境について

・地域包括ケア研究会報告書より

・地域ごとの分析

・総合事業のゆくえ
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天晴れ介護サービス「ACGs」！
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内容５月より
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内容月内容月

介護者支援11月環境５月

対人援助職の基本姿勢接遇

行政対応・地域分析12月生活の安定・安全６月

事業・サービス喜び・楽しみ

収支１月家族・地域７月

人事・組織事業所の維持

法令遵守・リスクマネジメント２月チームワーク８月

指導・育成・管理健康管理

事業計画・目標達成３月ADLの自立・重度化予防９月

まとめIADL支援

認知症症状の緩和・進行予防10月

社会交流・意欲・楽しみ
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継続的な学習の重要性！
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■成⻑のために
・ギャップを埋める＆強みを活かす
・時間とエネルギーをかけた分だけ成⻑する
・よい情報を浴び続ける、そういう環境に身を置く
・成⻑は螺旋階段、その時々で受け取るものも違う
・ミラーニューロン効果（思考･行動に影響､時間差で効果！）､感度が高まる
・知れば知るほど分からないことが増える、知りたいことが増える
・学びが理想をつくり、理想が学びを生む
■メンテナンスのために
・いつも良い状態を保てるとは限らない……。
・定期的に軌道修正させてくれる、人・環境の存在が必要
■自分自身、そしてチームワーク
・シャンパンタワー：自分が満ち足りて、人を満たすことができる
・研修はチームで参加､普段は話さないことも話す､施設を越えた連携
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継続的な学習の機会を持つために
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動画
オンライン
研修

対面
研修

影響力・インパクト

回数・頻度

習慣化 ＝ インパクト × 回数
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研修･動画の内容
経営から現場まで400本以上！
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 経営者・経営幹部向けセミナー（20時間相当＋α）
 管理職向けセミナー（20時間相当＋α）
 ケアマネジャー向けセミナー（10時間相当＋α）
 全職員向け法定研修シリーズ（10時間相当＋α）
 新人職員向けセミナー（10時間相当）
 ⾚本・⻘本・緑本通読セミナー（20時間相当＋α）
 1日集中講座シリーズ！（30時間相当）

（稼働率、人材確保、管理職養成、実地指導、ケアマネジメント等）
 令和3年度介護報酬改定セミナー（10時間相当）
 リーダー、相談援助職のための説明力向上講座（5時間相当）
 最新情報＆トピックス「マンスリー・ジャーナル」（20時間相当）
 工藤ゆみさんのコミュニケーション力向上講座（20時間相当）
 進絵美さんの面談スキル向上講座（5時間相当）
 吉村ＮＳの看護セミナー（5時間相当）
 ケアマネジャー受験対策セミナー（15時間相当）
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内容介護現場をよくするライブラリー
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Facebookライブ！／YouTube動画
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報酬改定の特設サイト作っています！
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介護現場をよくする21のテーマ「ACGs」
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